
奈良県立大学・地域創造学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

２４６０２

基盤研究(B)（一般）

2023～2020

開発途上国におけるホームステイを中核とした観光開発に関する国際比較研究

A comparative study on homestay tourism development in developing countries.

５０２８５３８４研究者番号：

中谷　哲弥（Nakatani, Tetsuya）

研究期間：

２０Ｈ０４４４０

年 月 日現在  ６   ６ ２５

円    13,300,000

研究成果の概要（和文）：　近年の観光では、世界的にホームステイが盛んとなっている。ホームステイは開発
途上国の村落部では観光開発の一環として、村落観光やコミュニティ・ベイスト・ツーリズムなどで活用されて
いる。本研究はインドネシア、タイ、インド、スリランカを主な調査地として、女性による観光村の推進の事
例、ウェルネスを組み合わせた事例、歴史的建築物を活用した事例、スタディ･ツアーと組み合わせた事例など
を調査した。その結果、ホームステイは様々な特徴を生かした取り組みで有効活用できる反面、実際には日帰り
客が多くて宿泊者数は少ないケースがみられるなど、一定規模のホームステイ事業の維持は容易ではないことな
どが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：In recent years, homestays have become popular in tourism around the world. 
Homestay is utilized as part of tourism development in rural areas of developing countries in the 
form of Village Tourism and Community-based Tourism. This study mainly investigated cases in 
Indonesia, Thailand, India, and Sri Lanka and examined the case of promotion of 'Tourism Village' by
 women, the case of combining wellness, the case of utilizing historical buildings, and the case of 
combining study tours. As a result, it became clear that while homestays can be effectively utilized
 by initiatives that make use of their various characteristics, there are cases in reality where 
there are many day-trippers and few overnight guests, and therefore it is not easy to maintain a 
homestay business of a certain scale.

研究分野：文化人類学、観光研究、南アジア地域研究
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究が中心テーマとして扱った「ホームステイ」は、日本でいえば「農家民泊」や「農家民宿（農林漁業体
験民宿）」に相当するものである。日本ではこうした形態の宿泊に加えて、農作業体験や地域の食や景観などの
体験を含む「農山漁村滞在型旅行（農泊）」が農水省を中心に政策的にも進められているところである。村落部
に観光を導入するこうした動きは、実は世界中で展開されている。本研究は開発途上国における取り組み関する
事例研究を通して、世界における動向を明らかにするとともに、その知見を日本国内にも還元することを意図し
ている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
1990年代以降、持続的な開発の概念のもとに、観光開発が開発途上国における村落開発の代替
手法として採り入れられてきた。それは村落観光、コミュニティ・ベイスト・ツーリズム、グリ
ーン・ツーリズム、スタディ･ツアーなど様々な理念と形態をとりながら、また相互に重なり合
いながら展開されてきた。本研究では、ホームステイがそれら諸形態を通じて中核的な構成要素
となってきたと措定した。いずれの観光形態においても、宿泊を伴わなければ来訪者の滞在時間
はごく短時間となり、観光プログラムの充実を図ることも困難である。そして何より、日帰りで
は現地への経済効果も乏しいものとならざるを得ない。そこで本研究は、ホームステイに注目す
ることで、これに関わる観光諸形態に対して横串を通し、横断的な検討を試みようとした。 
 
２．研究の目的 
 東南アジア及び南アジアにおけるホームステイを中核とした観光諸形態の動向に注目するこ
とで、開発途上国の村落部における観光開発に関する国際的な比較研究を行うことを目的とし
た。この目的の達成のために、文化人類学、人文地理学、国際開発学、観光社会学などを専門と
し、フィールド研究に従事してきた研究者を組織することで、現場中心のフィールド科学の観点
からの課題の解明を目指した。 
 
３．研究の方法 
 主な調査地としてインドネシア、タイ、インド、スリランカを選び、４名の研究者がそれぞれ
に事例研究を行った。具体的には村落部のホームステイの現場を訪れ、ホームステイ委員会等の
事業体、地元行政、支援する NGO 等の組織、事業に参加する住民、ツアーオペレーター等に詳細
なインタビューを実施し、また参与観察を行った。 
 
４．研究成果 
(1) 概要 
 インドネシアではアチェ州における観光村の推進と女性の役割に関する事例、タイでは国家
が掲げる「足るを知る経済」の理念とウェルネスを組み合わせた事例、インドでは英領植民地期
の歴史的建築物を活用した事例、スリランカではスタディ･ツアーを組み合わせた事例について
現地調査を実施した。これらの多様な観光形態により構成される事例の比較検討を通じて、ホー
ムステイ事業は開発途上国の村落部における様々な特徴を生かした取り組みにおいて有効に活
用できることができる反面、実際には日帰り客が多くて宿泊者数は少ないケースがみられるな
ど、一定規模のホームステイ事業の維持は容易ではないことが明らかになった。 
 
(2) 研究動向における位置づけ 
 本研究が対象とする研究領域とほぼ重なる「村落部におけるホームステイと持続可能な観光」
という領域に関して、2010 年から 2020 年の間にジャーナルで刊行された 94 件の論文を分析し
た Janjua ほか(2021)は、全体的な研究動向について以下の指摘を行っている。 
・タイトル、要旨、キーワードなどで homestay の用語が用いられているものの、ホームステ
イを議論の中核に据えたものは 51％(48 件)のみにすぎない。 
・ブランディング、起業家的試み(entrepreneurship)、ICT、持続可能性にかかわる研修など
の重要なトピックがまともに論じられていない。 

 世界各地で実施されてきた研究における上記の動向に対して、本研究はまさにホームステイ
を研究の中心としていることに特徴がある。また、ブランディングや起業家的側面についても扱
っているとともに、Janjua ほか(2021)では注意が払われていない観光形態別の分析視角を有し
ていることに、本研究の独自性がある。 
 
(3) 事例研究 
① インドネシア 
 アチェ州における観光村の推進と女性によるホームステイの取り組み関して調査を実施した。
インドネシアでは、2000 年代以降は地方分権化の流れの中で、地方自治体が独自の観光政策を
策定できるようになった。また、中央政府の観光創造経済省による 5年間（2020 年～2024 年）
の観光戦略計画では 4つのキーワードの中に「ローカルな資源を活かす」が含まれ、村落部では
ホームステイを活動のひとつとする「観光村」が増加した。政府が推進する観光村とは、村落部
における食や伝統文化体験、住民との交流を観光資源として提供する村を意味する。近年は毎年
観光村コンテストを全国的に開催するなど、政府は観光村の推進に力を入れている。 
 本研究では 2つの観光村で調査を実施した。ひとつの村は 2013 年に、もう一つの村は 2021 年
に観光村の認証を受けた。いずれの村でも宿泊料と体験料はホームステイの受入家庭の収入と
しながら、一部の利益は村や地元の観光協会に納付されることで地域全体の利益に貢献する形
となっている。前者の村ではアチェの伝統的な家屋様式が現存することが知られており、これを
活用している。後者の村では、注目すべき特徴として女性の役割がある。この村はかつて津波の
被害を受けたが、被災後は外国の援助機関による支援の下で女性グループが作られ、女性たちが



村のプラスチックごみを活用して衣装や写真立てなどを作り、販売していた。この事業が終了し
た後、村人達が話し合った結果「ヌサ観光協会」という観光推進団体が地元に結成され、ホーム
ステイの運用が開始された。津波被災後の活動を担ってきた女性達を中心としてホームステイ
事業が推進されており、村落での観光開発において女性が果たす役割の重要性を示している。 
 
② タイ 
 タイにおける「足るを知る経済」理念を軸としたホームステイツーリズム振興に関する調査を
実施した。タイでは、1997 年アジア通貨危機をきっかけに、前国王ラーマ 9世（プミポン国王）
が仏教の「中道」の教えに基づく「足るを知る経済」(sufficiency economy）という理念を提唱
し、持続可能な社会開発が取り組まれてきた。調査を実施した村では、2008 年以降、この理念
が観光振興にも適用され、「地元の知識を活用して自給率を高め、収入と雇用の創出を図る」、「観
光収入や貯蓄金を活用してコミュニティの福祉を高める」、「ヤムカン（伝統医療）を中心に芸術
や文化に関する地元の知識を次世代に伝える」などの方針が定められた。 
 チェンマイ市の近郊に位置する調査村では、タイ北部ランナー様式（ランナー王朝時代の諸様
式）の健康的なライフスタイルを観光資源化し、ホームステイを核に健康増進やリラックスに資
するアクティビティを提供するなど、ウェルネスを観光の特徴としている。これはタイ政府観光
局が推進する「タイらしさ」を強調する観光プロモーションとも軌を一にする。しかし、実際の
ところ訪問者の多数はタイ北部を周遊してチェンマイに戻る際に夕食で立ち寄る程度（ただし
ランナー様式のオーガニック料理を提供している）であり、ホームステイを体験する訪問者は少
数である。商品としてのホームステイの販売チャネルが極めて限定的で、数少ない取り扱い旅行
会社経由で予約すると高額であることが一因である。とはいえ、住民達は地域社会に大きな変化
をもたらすほどの観光振興は望んでおらず、現状は「足るを知る経済」理念に合致していると理
解されている。 
 
③ インド 
 インドにおいては、英領植民地期の歴史的建築物を活用したホームステイ事業について調査
を実施した。かつてイギリスにより植民地統治されていたインドには、当時の藩王や在地領主に
よって建築された宮殿、城、砦、邸宅など多数の英領時代の建築物が残されている。インド独立
の後に藩王国は解体され、土地制度改革により在地領主もかつての所領の多くを失っているに
も関わらず、当時の建築物は旧藩王や旧領主の個人的な財産として引き継がれているケースが
あり、その維持と継承が大きな課題となっている。一部の建築物はホテルやレストランなどに転
用されることで、再生と維持が図られているが、所有者のなかには、そうした活用ではなく、あ
えてホームステイの運用を選択する人々も存在している。西ベンガル州の村落部における３カ
所の事例を調査した。 
 旧在地領主がホームステイを運営する理由として、まず古い建築物の維持管理のための費用
の捻出という点がある。しかし、利益だけを考えるとホテル化する手法もあるが、それでは外部
の業者の買収の対象となったり、予約者の選別が困難となり品行が良くない客も受けざる得な
くなったりといったことが生じる懸念を抱いている。彼らにとって建築物は自宅であり、周辺の
村はごく普通の伝統的な村であることから秩序を重んじている。また、彼らが祖先から受け継い
でいるのは家屋のみではなく、ヒンドゥー教の寺院であり、寺院において年間を通じて催行され
る祭礼である。維持しているのは聖なる空間であり、ビジネスが過度に介在することは相応しく
ないと強く意識されている。植民地期の在地領主としての役割と認識が現在でも維持されてい
るのである。 
 
④ スリランカ 
 キャンディ近郊のコミュニティ・ベイスト・ツーリズムにおけるホームステイの事例を調査し
た。スリランカでは、いまだにホームステイは低価格の宿泊施設という認識が強く、有名な観光
地では宿泊代を抑えたい場合の一つの選択肢となっている。しかし、2010 年にはスリランカ政
府の観光開発当局によってホームステイ･プログラムはコミュニティ・ベイスト・ツーリズムの
一環として位置づけられて振興が図られてきた。村落地方部におけるホームステイ運営は、世帯
の収入源の創出、地域文化の保全、女性のエンパワーメントなど多岐に渡る効果が期待されてい
る。また、訪問者側にとっては、アットホームな雰囲気、地域の家庭料理、地域文化を感じ、ホ
ストとの交流やユニークな活動体験をできる機会として期待されている。とりわけ、日本の大学
等で実施される海外スタディ･ツアーにおいては、貴重な体験をもたらすものとしてホームステ
イの導入が図られてきた。 
 本研究では、2018 年に政府観光局の支援によりホームステイ･ヴィレッジとして設立された村
を調査対象とした。この調査地では、本事例の研究分担者自身も現地の若いリーダー層とともに
コミュニティ・ベイスト・ツーリズム推進の一翼を担ってきた。現地ではホームステイを掲げて



いるものの、実際には日帰り客が多くを占めていた。よって、研究分担者は地域住民とともに、
来訪者を宿泊へ誘引するための村の観光コンテンツの発見や整理を行い、観光体験・商品の開発
に取り組んできた。また、日本から大学生を引率して、少数民族の集落への訪問、農作業体験、
香辛料やガストロノミー体験、バナナの繊維を活用した手工芸品作成体験などの新たなプログ
ラムを開発し、試行的に実施した。これらにより、とりわけ海外客向けのスタディ･ツアーにお
けるホームステイ事業の導入は来訪者にとっても現地の地域住民にとっても有意義なものであ
り、進展の可能性が期待されることが確認された。 
 
(4) まとめ 
 インドネシア、タイ、インド、スリランカにおける事例研究からは、ホームステイ事業は開発
途上国の村落部における様々な特徴を生かした取り組みにおいて有効に活用できることが確認
された。すなわち、インドネシアでは津波被災後の新たな活動の選択肢のなかで、女性を中心に
担われる村落観光として、タイでは国家が掲げる「足るを知る経済」や「タイらしさ」を現実化
すべく、伝統医療を活用したウェルネス・ツーリズムとして、インドでは英領植民地期の歴史的
建築物の維持と活用の一環として、スリランカでは様々な地域資源を活用したスタディ･ツアー
として、ホームステイ事業が活用されていた。 
 こうしたホームステイの多様な活用事例からは、多くの先行研究が見過ごしてきたとされる
ブランディングや起業家的側面も見いだすことができた。インドネシアではアチェの伝統的な
家屋様式によりホームステイがブランド化され、タイではランナー様式の健康的なライフスタ
イとウェルネスにより当該村のブランド化が図られていた。インドでは歴史的建築物、スリラン
カではスタディ･ツアーが活用されていた。いずれも単なるホームステイではなく、何かしらの
文化資源により際立った特徴が創出されているのである。 
 起業家的試みに関しては、とりわけインドの歴史的建築物を活用したホームステイにおいて
顕著に表れている。インドの事例ではコミュニティ運営的な側面はほぼみられず、建築物の所有
者達は個人事業としてホームステイを運営している。運営においては外部からの影響を極力排
除して自律を保つことを重視し、かつ適正規模を留意しながらビジネスとして運営している。 
 ホームステイ事業における課題としては、タイやスリランカの事例からはホームステイ事業
を維持しようとしても、実際には日帰り客が多く、宿泊者が少ないという点も見いだされた。ま
た、インドの事例においても歴史的建築物の維持には多額の費用を要するが、ホームステイのみ
では十分に費用を賄えていないと思われるケースも存在した。さらに、コミュニティをベースと
するホームステイ事業の運営に関しては、コミュニティ内のリーダーシップやパワーバランス、
利益の公平な配分などの観点から、コミュニティ・ベイスト・ツーリズムの理念の実現の程度に
ついてはばらつきがある状況もみられた。 
 
(5) 今後の展望 
 本研究は、東南アジア及び南アジアにおけるホームステイを中核とした観光諸形態の動向に
注目することで、開発途上国の村落部における観光開発に関する比較研究を行った。その結果、
宿泊客の確保などの課題はあるものの、多様な観光形態においてホームステイ事業が活用され
ている実態を明らかにした。 
 研究開始当初には、「村落部」「コミュニティ中心の取り組み」「ホームステイ」を一体のもの
として考え、主たる研究対象をコミュニティ・ベイスト・ツーリズムとして想定していた。しか
し、調査研究を進めるなかで開発途上国の農村部における観光振興はこれに留まらない多様な
展開が進んでいることを見いだすこととなった。本成果報告書では触れていないが、調査の過程
では「村落部におけるコミュニティ中心ではないホームステイ」にも遭遇した。例えば、タイで
は少数民族の集落において、ある一個人が都市部の旅行会社と組んでホームステイを実施して
いた。また、インドでは歴史的建築物を活用した村落部でのホームステイ事業のみならず、都市
部の小さな旅行会社が都市民のための週末リゾートとして開発した施設（ホームステイではな
いが、食事の提供ほか全て村民が担っている）が村落で運営されていた。 
実のところ、個人事業者による歴史的建築物の活用についても、スリランカにおいても植民地
期以来の茶園の歴史的建築物を活用したホームステイ事業が運営されている。これらはいずれ
も起業家的取り組みである。開発途上国の村落部における観光開発の実態を捉えるためには、今
後はコミュニティのみならず、このような個人や起業家的試みに関しても視野を広げる必要が
あろう。 
 
＜引用文献＞ 
Janjua, Zain ul Abedin, Gengeswari Krishnapillai, and Mobashar Rahman (2021). A Systematic Literature 
Review of Rural Homestays and Sustainability in Tourism. SAGE Open April-June 2021, 1-17. 
https://doi.org/10.1177/21582440211007117 
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